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●道内経済の動き�

●道内企業の経営動向 （平成19年10～12月期実績、平成20年1～3月期見通し）�

●食料問題と北海道農業（１）�
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最近の道内景気は、住宅投資の減少などからやや弱めの動きとなっている。

需要面をみると、公共投資は、国および地方自治体の財政面での制約から減少している。

住宅投資は、建築基準法改正の影響から減少している。個人消費は、冬物商品は不振だった

が、総じて横ばいで推移している。設備投資は、製造業の能力増強投資を中心に幾分上向い

ている。

生産活動は概ね横ばいである。また、雇用情勢は一部に改善の動きがみられるものの、横

ばいで推移している。企業倒産は、件数、負債総額ともに減少した。
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①個人消費

１１月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比▲１．２％）は、百貨店、スーパーとも

に前年を下回った。

百貨店（前年比▲２．０％）は、衣料品や身

の回り品などが減少し、５ヶ月連続で前年を

下回った。スーパー（同▲０．８％）は、衣料

品などが減少し、５ヶ月連続で前年を下回っ

た。

コンビニエンスストア（同▲２．４％）は、

４ヶ月連続で前年を下回った。

②住宅投資

１１月の新設住宅着工戸数は、３，８６０戸（前

年比▲１４．７％）と５ヶ月連続で前年を下回っ

た。貸家（同＋２．９％）は増加したが、持家

（同▲１４．７％）と分譲（同▲７２．３％）が減少

し、前年を下回った。

４～１１月の着工戸数累計では、３２，２６４戸

（前年同期比▲１７．２％）となり、前年を下回

っている。

道内経済の動き

― １ ―
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③鉱工業生産

１１月の鉱工業指数は、前年に比べ生産で

は、プラスチック製品工業などが減少したも

のの、輸送機械工業や電気機械工業などが増

加した。

前月比では＋０．１％と２ヶ月振りで増加

し、前年比では＋１．３％と２ヶ月連続で増加

した。

④公共投資

１１月の公共工事請負金額は、４０１億円（前

年比＋１３．３％）と２ヶ月連続で増加した。

４～１１月の累計では請負金額７，３３６億円

（前年同期比▲８．２％）と減少基調となってい

る。

⑤雇用情勢

１１月の有効求人倍率（全数）は０．５８倍とな

り前月比、前年比ともに０．０１ポイントの低下

となった。

また、新規求人数は医療・福祉や建設業な

どは増加したが、卸売・小売業や飲食店・宿

泊業などの減少から前年を下回った。

道内経済の動き

― ２ ―
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来道客数
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⑥来道客数

１１月の来道客数は、９４０千人（前年比

＋０．１％）と８ヶ月振りに前年を上回った。

４～１１月の累計来道客数は、９，１１２千人

（前年同期比▲２．８％）と前年を下回った。

⑦貿易動向

１１月の道内貿易額は、輸出が前年比３５．０％

増の３２９億円、輸入が同３０．４％増の１，３９４億円

となった。

輸出は、鉄鋼や船舶などが増加し、２ヶ月

振りで前年を上回った。

輸入は原油・粗油や石炭などが増加し、３

ヶ月連続で前年を上回った。

⑧倒産動向

１２月の企業倒産は、件数は３５件（前年比

△１４．６％）、負債総額は３４２億円（同△８．３％）

とともに減少した。

業種別では、建設業が１２件と最も多く、続

いて小売業（１０件）、サービス・他（５件）

となった。

道内経済の動き

― ３ ―
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１．平成１９年１０～１２月期実績

前期に比べ、売上DI（△２１）は４ポ

イント、利益DI（△２９）は６ポイント

それぞれ低下した。業況は４期連続で後

退し、厳しさを増している。

２．平成２０年１～３月期見通し

売上DI（△１６）は５ポイント、利益

DI（△２５）は４ポイントそれぞれ上昇

が見込まれるものの、大幅なマイナスに

とどまり、業況の厳しさに変わりない。

３．当面する経営上の問題点

「原材料価格上昇」（６１％）は、前期に

比べ７ポイント上昇し問題点の第１位に

挙げられるなど、原油価格の高騰が深刻

化していることがうかがわれる。続く

「売上不振」（５２％）は前期に比べ３ポイ

ント上昇し５割強となったほか、「過当

競争」（４９％）も約半数を占めた。

調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業取引先の経営動向
把握。

調査方法
調査票を配布し、郵送により直接回収。

調査内容
第２７回定例調査
（１９年１０～１２月期実績、２０年１～３月期見通し）

判断時点
平成１９年１２月下旬

本文中の略称
� 増加（好転）企業

前年同期に比べ良いとみる企業
� 不変企業

前年同期に比べ変わらないとみる企業
� 減少（悪化）企業

前年同期に比べ悪いとみる企業
� ＤＩ

「増加企業の割合」―「減少企業の割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域
全 道 ４７９ １００．０％
札幌市 １６６ ３４．７ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各支庁、空知支庁南部道 央 １０９ ２２．８
道 南 ４５ ９．４ 渡島・檜山の各支庁
道 北 ７１ １４．８ 上川・留萌・宗谷の各支庁、空知支庁北部
道 東 ８８ １８．４ 釧路・十勝・根室・網走の各支庁

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ８００ ４７９ ５９．９％
製 造 業 ２２０ １２９ ５８．６
食 料 品 ７５ ４１ ５４．７
木 材 ・ 木 製 品 ３５ ２３ ６５．７
鉄鋼・金属製品・機械 ５０ ３４ ６８．０
そ の 他 の 製 造 業 ６０ ３１ ５１．７
非 製 造 業 ５８０ ３５０ ６０．３
建 設 業 １８０ １１６ ６４．４
卸 売 業 １００ ６１ ６１．０
小 売 業 １２０ ７２ ６０．０
運 輸 業 ７０ ３８ ５４．３
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３０ １８ ６０．０
その他の非製造業 ８０ ４５ ５６．３

定例調査

業況は４期連続で後退
第２７回道内企業の経営動向調査

要 約

調 査 要 項

― ４ ―― ４ ―
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1

２

３

４

平成１９年１０～１２月期実績（売上・利益）

前期に比べ、売上DI（△２１）は４ポイン
ト、利益DI（△２９）は６ポイントそれぞれ
低下した。原材料価格の上昇や住宅着工戸数
の減少などにより、業況は４期連続で後退し
厳しさを増している。
売上では、前年同時期に比べ「増加した」
企業（２１％、回答社数百分比、以下同じ）か
ら「減少した」企業（４２％）を差し引いた
DI（△２１）は、前期を４ポイント下回った。
非製造業（△２２）は前期同水準となったもの
の、製造業（△１８）は１３ポイント低下した。
業種別にみると製造業は４業種全てで低下し
た。非製造業では、小売業が大幅に上昇しプ
ラス水準となったほか運輸業も上昇したが、
卸売業、ホテル・旅館業などは低下した。
利益では、前年同時期に比べ「増加した」
企業（１８％）から「減少した」企業（４７％）
を差し引いたDI（△２９）は、前期を６ポイ
ント下回った。製造業（△２３）は７ポイン
ト、非製造業（△３１）は６ポイントそれぞれ
低下した。業種別にみると、製造業では鉄鋼
・金属製品・機械製造業が上昇したものの、
食料品製造業、木材・木製品製造業などで低
下した。非製造業では小売業を除く５業種で
低下した。

平成２０年１～３月期見通し（売上・利益）

売上DI（△１６）は５ポイント、利益DI
（△２５）は４ポイントそれぞれ上昇が見込ま
れるものの、大幅なマイナスにとどまり、業
況の厳しさに変わりない。
売上では、「増加見込み」企業（１８％）か

ら「減少見込み」企業（３４％）を差し引いた
DI（△１６）は、平成１９年１０月～１２月期実績
より５ポイント上昇が見込まれる。製造業
（△３）は１５ポイント、非製造業（△２１）は
１ポイントそれぞれ上昇する見通しである。

業種別にみると、製造業は鉄鋼・金属製品・
機械製造業がプラス水準に転じるなど４業種
全てで上昇する見通しである。非製造業で
は、プラス水準ながら小売業は低下が見込ま
れる。一方、運輸業、ホテル・旅館業などは
持ち直す見通しである。
利益では、「増加見込み」企業（１５％）から

「減少見込み」企業 （４０％）を差し引いたDI
（△２５）は前期に比べ４ポイント上昇が見込
まれる。業種別にみると、非製造業（△３１）
は前期同水準の見通しであるものの、製造業
（△１１）は１２ポイントの上昇が見込まれる。
製造業は売上見通し同様、４業種全てで上昇
が見込まれる。非製造業は卸売業、小売業で
は低下が見込まれるものの運輸業、ホテル・
旅館業では上昇する見通しである。

資金繰り、短期借入金の難易感など

資金繰り判断DIは、（「好転企業」－「悪
化企業」）の１０～１２月期実績（△７）は、前
期より３ポイント低下した。１～３月期見通
し（△７）に変化はない。
短期借入金の借入難易感判断DI（「容易企

業」－「困難企業」）の１０～１２月期実績（＋５）
は、前期に比べ３ポイント低下した。１～３
月期見通し（＋３）はさらに２ポイント低下
が見込まれる。
在庫判断DI（「過多企業」－「過少企業」）

の１０～１２月期実績（＋８）は前期より１ポイ
ント低下した。１～３月期見通し（△１）は
さらに９ポイント低下し、在庫圧縮が見込ま
れる。

設備投資

１０～１２月期に設備投資を「実施した」企業
（２６％）は、前期比６ポイント低下した。ま
た前年同時期比でみても５ポイント下回った。
１～３月期見通しの「実施予定」企業（１９％）
はさらに７ポイントの低下が見込まれる。前

定例調査

― ５ ―― ５ ―
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＜図1-1＞業況の推移�
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５

年同時期調査での「実施予定」企業（２１％）
と比べても２ポイント下回っており、企業の
設備投資マインドには慎重感がみられる。

当面する経営上の問題点

当面する経営上の問題点（複数回答）とし
て、「原材料価格上昇」を挙げる企業（６１％）
は前期に比べ７ポイント上昇し、最多となっ
た。１０業種中９業種でウェイトを増すなど、
原油価格の高騰が深刻な問題となっているこ
とがうかがわれる。続く「売上不振」（５２％）
を挙げる企業は前期に比べ３ポイント上昇

し、５割強に達した。製造業（４５％）では４
割台半ばとなったほか、非製造業（５４％）で
もホテル・旅館業で第１位に挙げられるなど
５割台半ばを占めた。「過当競争」（４９％）は
非製造業（５６％）で高いウェイトを占め、建
設業で７割強、小売業で６割に達した。対照
的に製造業（３０％）は前期より４ポイント上
昇したものの、企業間の競争は比較的緩やか
である。「諸経費の増加」（３７％）は前期に比
べ４ポイント上昇した。特に製造業（４５％）
では４業種全てでウェイトを増すなど１０ポイ
ント上昇した。
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＜図5＞短期借入金の難易感�
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＜図7＞設備投資�
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館
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（１７）

７
（５）

１３
（１８）

３２
（３９）

１６
（１６）

１６
（１７）

１７
（１７）

２７
（３９）

７
（８）

１３
（３）

６
（１１）

２０
（１３）

�人件費増加 １６
（１５）

１３
（１２）

１７
（１１）

９
（９）

６
（１２）

１９
（１６）

１７
（１５）

１６
（１２）

１５
（１５）

１７
（２３）

１８
（１１）

１１
（１１）

２４
（２０）

�資金調達 ９
（８）

８
（７）

１０
（５）

１３
（５）

９
（１２）

－
（８）

９
（９）

９
（１０）

３
（３）

１１
（８）

１６
（１４）

６
（１１）

９
（９）

	人手不足 ８
（１１）

７
（１０）

１２
（１６）

－
（５）

９
（４）

３
（１１）

９
（１１）

７
（１０）

２
（３）

１０
（１１）

１６
（１４）

１７
（２１）

１３
（２２）


設備不足 ６
（８）

７
（１０）

２
（９）

４
（９）

６
（－）

１６
（１８）

５
（８）

１
（１）

３
（３）

３
（６）

１８
（１９）

２２
（３７）

７
（１３）

�代金回収悪化 ６
（６）

２
（３）

２
（５）

－
（５）

３
（－）

－
（３）

７
（８）

６
（４）

２０
（２０）

３
（８）

－
（－）

－
（－）

１１
（７）

�その他 ４
（２）

２
（５）

２
（１１）

－
（－）

－
（－）

７
（５）

４
（１）

５
（１）

３
（３）

３
（－）

－
（－）

－
（－）

９
（２）

〈表２〉地域別業況の推移

項

目

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ 設 備 投 資 （％）

１９年
１～３４～６７～９１０～１２

２０年
１～３
見通し

１９年
１～３４～６７～９１０～１２

２０年
１～３
見通し

１９年
１～３４～６７～９１０～１２

２０年
１～３
見通し

全 道 △９ △１３ △１７ △２１ △１６ △１７ △１８ △２３ △２９ △２５ ２５ ３１ ３２ ２６ １９（２７）

札幌市 △６ △１２ △１３ △２５ △２０ △１１ △８ △２４ △３０ △２８ ３０ ３７ ３７ ３２ ２２（２８）

道 央 △１１ △１６ △２４ △１０ △１５ △１５ △２７ △２２ △３３ △３０ ２１ ２９ ３１ ２７ ２１（２２）

道 南 △１０ △２１ △３５ △３６ △２０ △１４ △２２ △３８ △２９ △３１ ２４ １７ ２６ ２９ １８（３２）

道 北 △１４ △２ △５ △１１ △６ △２４ △１９ △１０ △１７ △９ ２７ ３７ ３６ ２７ １８（３６）

道 東 △１１ △１７ △１９ △２７ △１５ △２２ △２１ △２４ △３０ △２８ １６ ２６ ２１ １４ １１（２３）

（ ）内は設備投資未定企業

〈表１〉当面する問題点（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前回調査

定例調査

― １１ ―― １１ ―
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今回の調査では、道内企業の業況は一段と厳しさを増していることがうかがわれました。

原油高に伴う原材料価格の上昇、住宅着工戸数の激減、公共投資の減少などが広範な業種に

大きな影響を及ぼしています。しかし、このような経営環境の中でも、新規分野への参入や

道内にとどまらず道外のマーケットに目を向けている企業は、比較的好業績を確保していま

す。

以下に企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

●＜水産加工業＞ 食品業界をめぐる様々な

問題から製造管理の強化が求められ、コスト

アップにつながる。品質製造管理を徹底して

いることをPRし業績を伸ばしたい。

●＜醸造業＞ 需要が頭打ちで売上数量は伸

びない。同業者間の価格競争と消費者の低価

格志向で利益確保は難しい。対策として原材

料の共同仕入れ、適正な販売価格にするなど

収益構造を改善する。

●＜鉄鋼業＞ 公共施設（資料館・科学館

等）、商業施設（百貨店・スーパー等）の什

器備品の製造を主力に比較的安定した売上を

確保している。特注なので利益率も高い。

●＜鉄鋼製品加工業＞ 受注は順調である

が、新規分野に参入したため新たな経費が発

生した。人員を削減した結果、作業にしわ寄

せが来ているのでアルバイトを増やした。

●＜鉄骨加工業＞ 高炉メーカーから鋼材価

格の値上げを通告されており、利益は大きく

減少する。また建築基準法改正により難易度

の高い物件受注が多くなる。

●＜精密機器製造業＞ 受注増により現工場

では能力不足のため、設備投資をする。

●＜精密機械製造業＞ 原油価格の高騰が原

材料や油製品の価格を押し上げている。価格

転嫁できないため原価を見直して吸収する。

●＜道路設備製造業＞ 本州からの受注が多

く、好調な国内景気の恩恵を受けている。今

後はホームページの開設や若い世代に権限を

与えるなどして徐々に世代交代を図る。

●＜印刷業＞ 原料の紙は、前年に続き７月

にも１０％引き上げられたが売価に転嫁できな

い。１～３月は取引先に積極的に値上げ交渉

を実施予定。特に不採算先は取引解消も念頭

に折衝する。

●＜コンクリート二次製品製造業＞ 農業土

木関連の出荷が増えているが、諸経費と原材

料価格が上昇し収益の悪化が見込まれる。

●＜電気設備工事業＞ 建築基準法の改正以

降、中高層の建築申請が大幅に減少してい

る。本年度は最低限の利益を確保したが、来

年度以降が非常に心配である。

●＜住宅設計施工＞ 耐震強度偽装防止によ

る書類審査厳格化で着工を繰り延べする客も

いる。特に共同住宅で多い。

経営のポイント

逆風の中で好業績の企業も
〈企業の生の声〉

― １２ ―
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●＜管工事業＞ 公共工事の低価格入札や原

材料価格の高騰など利益面は厳しいが、予算

管理を徹底し吸収している。同業者の廃業や

倒産は増える見込みなので、与信管理を十分

に行う。

●＜土木工事業＞ 先行きが見通せなく大変

不安である。例年２～３月に竣工する公共工

事の手持ちもなく、売上・利益も前年度を下

回る状況である。

●＜土木工事業＞ 環境を重視した工法の受

注が多いことと、民間建築の受注で前年を上

回る見込み。

●＜マンション分譲＞ 価格と品質、立地が

良ければニーズはある。本年度取得した賃貸

用不動産の収益もあるので、競争力のある分

譲マンションの開発に取り組む。

●＜建設業＞ リフォーム事業に力を入れ

る。独自の施工法を用いた外壁工事に絞り、

専門業者として、売上・利益を確保する。

●＜建設資材卸＞ サミット開催により周辺

地区の道路標識整備に伴う土木工事が増えた。

●＜建材卸＞ 住宅とマンション建築の減少

が直撃している。例年であれば最盛期となる

時期であるが、今年は大きく落ち込んでいる。

●＜肥料卸＞ 農業政策の大改正は得意先の

農家の買い控えを招き、予算の大幅見直しを

余儀なくされた。新年度からEPA（経済連携

協定）、FTA（自由貿易協定）協議が始まる

ため農業情勢を注視する。

●＜農水産物卸＞ 原油高による資材価格の

上昇を販売価格に転嫁できない。今後、販路

をきめ細かくし、量販店向けの大量販売より

も付加価値の高い商品に重点を置く。

●＜農業用資材卸＞ 生産資材の値上がりで

得意先の農家の手取り額は厳しくなっている

ため、当社も仕入れ価格上昇分の価格転嫁に

苦労している。

●＜農産物卸売業＞ 穀物（コーン等）の高

騰が続き、輸入原料に依存している農業は危

機的な状況である。また、品目横断的経営安

定対策により、実質手取りが減少し農家の生

産意欲が下がっている。

●＜スーパー＞ 地域住民の高齢化で売上が

低下している。今後は店舗のリニューアルを

図り集客力の向上を図る。

●＜燃料店＞ 原油、穀物価格と生活に直結

するものが急上昇し、消費者の目は厳しさを

増している。仕入れ価格は上昇しているが、

安易に値上げせず顧客との信頼関係を守る。

●＜石油製品小売業＞ LPG業界は少子化、

消費量の減少、オール電化攻勢、仕入れ価格

上昇と四重苦であるが、LPGはクリーンなエ

ネルギーであり、国も推進計画にあることを

アピールし営業したい。

●＜スポーツ用品店＞ 少子化、スキー授業

の減少等、スキー市場を取り巻く環境は非常

に厳しい。さらに灯油、食品などの値上がり

で消費者の生活防衛意識が一段と強くなる。

経営のポイント

― １３ ―
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●＜家電店＞ 地上デジタル放送の開始を控

え、薄型テレビは前年の１．５倍伸びている。

●＜大型書店＞ 書籍業界は１０年連続でマイ

ナスであるが、今年は特にマイナス幅が大き

い。当社は在庫管理、経費管理、労務全般の

見直しで増収となった。

●＜タイヤ販売店＞ 高価格商品と低価格商

品を求める人が二極化している。また軽自動

車が多くなり、小さなサイズの安価な商品が

売れている。

●＜自動車販売業＞ 勝ち残るには社員教育

によるレベルアップが必要で、若手に幹部が

教育・指導する研修の場を設けている。

●＜自動車販売業＞ 車の売上が落ちてい

る。２００万円以上の車が売れない。軽自動車

も中古車の需要が多い。

●＜商品自動車輸送業＞ 新車・中古車の販

売が減少し、本業の売上は低下している。軽

油価格上昇によるコスト増を運賃になかなか

転嫁できず、付帯作業で売上・利益を確保し

ている。

●＜機械等運輸業＞ 売上高は増加してい

る。しかし、本州向け輸送が主体なので外注

費がかさみ、利益増加にはあまり寄与しな

い。道内向け輸送は相変わらず低調である。

●＜都市ホテル＞ 結婚観が多様化し婚礼件

数が減少しているほか、叙勲や表彰を受ける

人も減り大型宴会も減少した。需要が見込め

る高齢者と中高年女性向けの商品づくりが必

要である。

●＜観光ホテル＞ 本州客はまずまずである

が、地元客の減少に歯止めがかからない。諸

物価値上げの影響はまだ小さいが、先行き不

安である。

●＜観光レジャー施設＞ 国内需要の低迷に

加え、人件費と仕入原価の上昇で利益確保が

難しい。今後、外国人集客のため地域一体と

なったプロモーションを展開し、国際競争に

勝てる地域づくりを推進する。

●＜レストラン＞ 従来の業務運営に限界を

感じ、コンサルティング会社と契約した。ブ

ランドイメージの向上や生産効率を高めるこ

とを目標に社内改革を実施した。若手社員の

意見を尊重できるように組織変更し、また

「食の安全」の体制づくりをしている。

●＜自動車整備業＞ 小規模企業のとる施策

として大手が参入困難な技能に特化する。全

社員が業績や経営情報を共有することを徹底

し、現在の上昇傾向を持続できるよう努力し

ている。

●＜クリーニング店＞ 主要取引先である医

療業界が厳しくなっているほか、石油価格高

騰の影響も大きく収益低下に悩んでいる。

経営のポイント

― １４ ―
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はじめに

先日、「ミシュランガイド東京」が発刊された。これによると、東京はパリを凌ぎ、世界で最

も星つきレストランの多い「美食の都」であるという。しかし日本の食をめぐる状況を客観的に

見ると、「美食」などと浮かれている場合ではない。

日本の食料自給率（注１）は３９％（平成１８年度・カロリーベース）と主要先進国の中で最も低いほ

か、穀物の自給率については１７５の国・地域の中で１２４番目と世界的にも低い水準にある。したが

って我々の日々の食生活は輸入に頼っているというのが実態である。また畜産・酪農における飼

料についても７５％が輸入品である。

しかしこの他国に依存した日本の食料事情が、今、危機に�している。というのは、現在穀類
を中心として世界的な食料争奪戦が繰り広げられているからである。実際、昨今頻繁に発表され

ている食品の値上げは、食料の需給が逼迫してきているからにほかならない。

世界の食料事情が変化した理由は多々あるが、その主なものとして

① オーストラリアにおける干ばつなど、異常気象や気候変動が続いている

② 中国やインドなどの大国が、経済発展や人口増加を背景として食料を輸入しはじめた

③ アメリカ・ブラジルなどを中心に、バイオエタノール用作物の作付面積が拡大し、食用穀

物類が（需要に比べて）減少している

等々が挙げられている。

このことから食料の６割以上を海外に依存する日本では、最悪の場合、最低限必要な食料すら

入ってこなくなる可能性がある。農水省では、自給率が４５％となった場合に、国産品のみで食事

していくことを仮定した場合の参考メニューを公表しており、これによると毎日食べることが出

来るのは、イモ類と米および若干の魚や野菜・果物のみである。しかもこれは現状より自給率が

６％も向上した場合を想定している。したがって、いつまでも「美食の都」であり続けられると

いうのは幻想なのである。

そこで本レポートでは、現在の世界的な食料事情、日本の食料事情と安全保障、日本の農業に

おいて中心的役割を果している「北海道」のプレゼンス、日本および北海道の農業が直面してい

る問題と対策などに関して、数回に分けて考察したい。

＜世界の食料事情＞

ここ数ヶ月の間、食料品の値上げが

相次いでいる。理由は原料となる食料

の値上げや原油高の影響など様々であ

るが、世界的に食料の需給が逼迫して

きたことは間違いない。そこでシリー

ズ初回となる本号ではまず、世界の食

料をめぐる状況と今後の見通しについ

て考える。

レポート

食料問題と北海道農業（１）
～ 忍び寄る食料危機とその背景 ～

図表１ 主要穀物等の相場推移（月初期近終値）
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レポート

― １６ ―

１．主要穀物等の価格推移

図表１は世界の穀物相場をリードする、シ

カゴ商品取引所（CBOT）における、直近１０

年間の主要穀物等相場推移を示したものであ

る。小麦・コーン・大豆ともに、近年取引価

格が急上昇しているのが分かる。加えて、全

ての穀物が平成１９年１２月中に（直近１０年間で

の）取引終値最高値を更新している。これら

価格高騰の要因は、アメリカでのバイオ燃料

利用促進に関する法制化の動きや投機的マネ

ーが穀物市場に流入していること、干ばつや

洪水などの異常気象による穀物収穫量の減少

など様々であり詳細は次項にて検証するが、

いずれにしても食料輸入大国である日本にと

っては、この価格高騰が深刻な問題であるこ

とは言うまでもない。実際、ここ数ヶ月の間

に食品の値上げ（図表２）が相次いで発表さ

れており、原油高騰と相俟って家計に与えるダメージは大きく、日経新聞のアンケート調査によ

れば、これらの値上げに対する消費者の自己防衛として、節約行動を取った人の割合は４６．８％に

上るという。このように各種商品の値上げが消費マインドの冷え込みにつながるようであれば、

今後の景気全般にも影を落とす可能性がある。

２．近年の価格高騰要因の分析

食料が高騰している直接的な要因は、世界的な需給バランスの変化にある。そこでここではま

ず、主な穀物の国際的需給動向と在庫の水準を確認しておく。図表３はアメリカ農務省

（USDA）が公表している穀物（小

麦・米・トウモロコシ・大麦・ソル

ガム・オーツ麦・ライ麦等）国際需

給動向である。ここで注目すべき点

は２点あり、１点目はこれまで消費

も生産もほぼ一貫して増加してきて

いるという点である。そして２点目

は、直近の穀物期末在庫率が、国際

的に食料危機が叫ばれた１９７０年代の

水準を下回る最悪の状態になってし

まったと言う点である。つまり、こ

食品 メーカー 値上げ幅 値上げ理由

食パン等
山崎製パン 平均８％

小麦価格上昇等
日糧製パン 平均７．７％

即席めん
生めん

日清食品 ７％～１１％
小麦価格上昇等

東洋水産 ５．３％～１１．１％
うどん 加ト吉 ５％～１０％ 小麦価格上昇等

パスタ等
日清フーズ 約４％～２０％

小麦価格上昇等
はごろもフーズ 約４％～１４％

コーン缶詰 はごろもフーズ ５％～７．１％ コーン価格上昇等

カレー
シチュールゥ

エスビー食品 約１０％
油脂・小麦価格上昇等

ハウス食品 約１０％

マヨネーズ
キューピー 約６％～１０％

食用油高騰等
味の素 約４％～１０％

味噌
マルコメ １０％～１５％

大豆価格上昇等ハナマルキ 約１０％
マルサンアイ 平均約１０％

しょうゆ キッコーマン 平均約１１％ 大豆価格上昇等

ウインナー
ハム等

日本ハム ７％～１５％ （飼料高騰による）
豚肉価格上昇等伊藤ハム ７％～１５％

ビール等
キリンビール オープン価格

穀物高騰等アサヒビール オープン価格
サッポロビール オープン価格

乳製品
雪印 ５．６％～２０％ 乳原料高騰

飼料穀物高騰明治乳業 ３．４％～２０％
マーガリン 明治乳業 約１０％ 穀物高騰等

牛乳
（新聞報道ベ
ース）

明治乳業
約３％ 飼料穀物高騰等森永乳業

日本ミルクコミュニティ

図表２ 主な食料品の値上げ動向
（平成１９年公表分・各社HPより作成）

図表３ 主要穀物の世界的需給動向と期末在庫率推移（出所：USDA PSD）
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図表４ 世界の穀物等産地と２００６年の異常気象
（出所：USDA MAJOR WORLD CROP AREAS/気象庁 気候変動監視レポート２００６）

れまでは人口の増加等を背景とした食料需要の伸びに対して、単位あたり収穫量（単収）の増加

などによって対応が可能であったが、近年は何らかの事情で、需要の伸びに生産が追いつかなく

なってきているのである。ではその「事情」とはなにか。

（１）異常気象の影響

図表４は穀物の主要産地と２００６年の異常気象発生の様子を示したものである。これを見ると、

オーストラリアをはじめとして、主に小麦の産地が異常気象の影響を受けていることが分かる。

なお、オーストラリアでは２００７年も引続き干ばつの影響が懸念されているほか、おなじく小麦主

産地であるウクライナでも干ばつが発生しており、減産懸念や旺盛な需要を背景として、小麦価

格は急騰している。

（２）中国の消費拡大

中国は世界で最大の小麦産出国であるほか、コーン・

大豆等の生産量も多い。しかしながら、近年の高度成長

に伴う食生活の変化や購買力の向上、都市部人口増加な

どの影響によって、生産量が需要に追いつかなくなって

おり、近年は食料の輸入が急増している。中でも油脂類

の需要増加によって、搾油用大豆の不足が顕著（図表

５）であり、世界で輸出取引されている大豆のうち約

４５％を中国が輸入している（日本の輸入シェアは６％）。

図表５ 中国の大豆消費・生産量と輸入量推移
（出所：FAOSTAT）
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なお中国では現在、食料自給を高めるための政策転換が実施されており、米麦に関しては最低

生産者価格制度を導入したほか、農地開墾に対して補助金を支給する措置が決定するなど、穀物

の自給は確保される見通しにあるが、「大豆に関しては自給にこだわらない方針」（注２）との見方も

あり、中国の政策次第では、大豆に関する需給逼迫は長期化する恐れもある。

（３）バイオエタノール用穀物消費の拡大

現在、アメリカではトウモロコシを主原料としたバイオエタノールの消費が拡大しており、そ

の結果、飼料や食用となるトウモロコシの需給が逼迫して価格の高騰を招いている。加えて、ア

メリカでは農業保護や環境対策・エネルギー対策の側面から、今後もバイオ燃料用のトウモロコ

シ需要が増加していく見込みである（図表６）。

また、本項の執筆中にアメリカにおい

て重要な法案が成立した。「２００７年エネル

ギー独立・安全保障法」（通称エネルギー

法）と呼ばれる法律であり、２００７年のブ

ッシュ大統領の一般教書演説でも取り上

げられ、１年以上をかけて議論されてき

た法案である。

その骨子（注３）は、

・バイオ燃料利用を促進し、２０２２年に

は３６０億ガロン（１ガロン≒３．７８５�）
のバイオ燃料利用を義務化する。

（再生可能燃料協会 （RFA）（注４）によ

ると、２００６年のアメリカ燃料用エタ

ノール生産量は約５０億ガロンであ

り、現状の生産量を上回る大幅な利用増加を義務付けた。）

・自動車燃費を２０２０年までに４０％向上させ、１ガロンあたり平均３５マイル（約１５km／�に相
当）を義務付ける。

というもので、日本では主にアメリカの地球温暖化への取り組みや自動車業界に関わる事項とし

て、マスコミに取り上げられている。しかしここでより一層重要なのは、同法が現在のアメリカ

産バイオエタノール生産量を大幅に上回るバイオ燃料の利用を掲げている点である。

同法で２０２２年までに義務化すると定められた３６０億ガロンのバイオ燃料のうち、トウモロコシ

を原料とするエタノールの利用は１５０億ガロンを想定している。これは２００６年のトウモロコシを

主原料とするアメリカ産バイオエタノール生産量の約３倍にあたる。したがってこの法律が成立

したことで容易に予想されるのは、今後もトウモロコシ相場が強含みで推移すること、および飼

料や食料用のトウモロコシの更なる高騰やトウモロコシの栽培面積拡大と、その影響を受けた他

の穀物栽培面積の減少による穀類全般の価格高騰、さらには飼料高騰に伴う畜産・酪農製品の値

図表６ アメリカのトウモロコシ生産予測と用途
（出所：USDA AGRICULTURAL PROJECTIONS TO 2016～FEB.
2007）
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上げなどである。実際、既に配合飼料の

価格は過去２０年間で最高水準（図表７）

となっており、これを受けて畜産品や乳

製品の値上げも発表されている。

以上の様々な「事情」により世界の食

料の需給は逼迫しており、また将来的に

も状況は緩和に向かうとは考えにくい。

３．品目別の需給状況と今後の見通し

では、国際的な需給状況と今後の見通

しを主要な品目別に見た場合はどうか。

以下、代表的な食料の主要産地・輸出入

の状況・需給状況と今後の見通しなどに

ついて確認する。

（１）小麦

（ａ）需給状況と期末在庫

小麦の世界的な需給状況と期末

在庫率の推移は図表８の通りであ

る。この中で顕著な点は、期末在

庫率であろう。０７／０８の期末在庫

率は１９６０年以降最低の１７．４％とな

る見込みである。これには小麦の

主要輸出国であるオーストラリア

を中心に、度重なる干ばつや異常

気象が発生して生産量が安定しな

いことや、中国・インドなど大国

を中心とした旺盛な需要などが影

響している。特に世界最大の小麦

生産国である中国では、２０００年頃

から在庫水準が大幅に下がってい

るほか、従来、食料については自給を基本としていたインドに関しても在庫が減少し、直近２年

では輸入に転じていることなどによって、急激に在庫の取り崩しが進んでいる。

（ｂ）主要生産国と輸出入の状況

小麦の主要生産国は図表９の通り、中国・インド・アメリカ・ロシア・カナダ・オーストラリ

アなどである。また主な輸出国はアメリカ・カナダ・オーストラリア・アルゼンチン・ロシアな

図表７ 配合飼料工場渡し価格の推移
（出所：農水省 配合飼料流通実態調査）

図表８ 小麦の世界的需給動向と期末在庫率推移
（出所：USDA PSD）
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図表９ 小麦の主要貿易動向（単位：百万トン）（出所：FAOSTAT データ～２００５年）

どであり、これらの国で世界の全輸出量の約７割を占める。さらに主要輸入国はエジプト・ブラ

ジル・日本・インドネシア・アルジェリア・メキシコなどである。（なお、EUに関しては主に圏

域内で輸出入が行われている。）

ここで大きな問題は、輸出国が特定の国に限定されている点であり、異常気象や国内情勢（農

業政策や政情不安など）によって小麦輸出総量は大幅に減少する可能性もあることから、日本を

はじめとする輸入依存国は極めて不安定な立場にあると言える。

（ｃ）今後の見通し

今後の小麦需給を考える上でまず重要

なのは、世界の総輸出量の約２５％を占め

るアメリカの動向である。アメリカでは

１９８１／８２年をピークとして小麦の収穫面

積が減少傾向にあり、また今後の見通し

でも現在の収穫面積が漸減すると予想さ

れている（図表１０）。加えて、先に触れ

た「エネルギー法」の施行によって、小

麦からトウモロコシへ転作が進む可能性

もあり、世界的な小麦の輸出総量の大幅

な増加は望めないばかりか、むしろ減少

する可能性が高いと言える。

こういった中で輸入国に目を向ける

図表１０ アメリカの小麦収穫面積推移
（出所：USDA PSD/AGRICULTURAL PROJECTIONS TO 2016～
FEB. 2007）
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と、２００６／０７年には、これまで小麦を自給してきたインドが世界でトップ３に入る輸入国に転じ

ており、今後も自国の生産量や国内品の価格によってはインドが経常的な輸入国となる可能性も

あることから、世界的な輸入需要は高まっていく可能性がある。

したがって当面は小麦の需給や取引価格は強含みで推移するとの見方が多勢であり、また複数

の主要生産国が同時に異常気象などの影響を受けた場合は、小麦価格は更に急騰し、輸入依存国

は必要量の確保が困難となる可能性もある。

（２）トウモロコシ

（ａ）需給状況と期末在庫

トウモロコシの世界的な需給状

況と期末在庫率の推移は図表１１の

通りである。ここでも小麦同様、

生産は伸びているにもかかわら

ず、期末在庫率は急激に低下して

いる。これは世界的に飼料用のト

ウモロコシ需要が伸びていること

や、２００５年にアメリカで包括エネ

ルギー政策法（注５）（２０１２年までに

年間７５億ガロンのバイオ燃料使用

を義務付けた旧法）が制定され、

トウモロコシ産のバイオエタノー

ル使用が急増したことなどを背景に、需要に供給が追いつかなくなってきたことを意味してい

る。

（ｂ）主要生産国と輸出入の状況

トウモロコシの主要生産国は図表１２の通り、アメリカと中国の２国であり、両国で世界生産量

の約６割を占める。また主要輸出国はアメリカとアルゼンチンであり、アメリカのみで世界の輸

出量の約６割を占めるほか、これにアルゼンチンを加えた場合では約８割の輸出量となる。

対して輸入国は主に日本・メキシコ・韓国・エジプトなどで、中でも日本の輸入量は突出して

おり、全世界の貿易量の約２割を１国で輸入している。またそのほとんどをアメリカに依存して

いることも特徴的である。

したがって日本は世界で最もアメリカの農業・エネルギー政策の影響を受ける構造となってお

り、その意味でも新しいエネルギー法の影響が危惧される。

（ｃ）今後の見通し

今後のトウモロコシ需給を考える上では、まず最大の生産国であり輸出国でもあるアメリカの

動向を考慮する必要がある。先の図表７で触れたとおり、アメリカでは既にバイオエタノール用

のトウモロコシ需要が急増しており、現在でさえトウモロコシの需給は逼迫している。なお同図

図表１１ トウモロコシの世界的需給動向と期末在庫率推移（出所：USDA PSD）
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表は２００７年２月時点でアメリカ農務省が将来予想を行ったもので、この段階でのアメリカのバイ

オ燃料使用目標は「２０１２年に年間７５億ガロンにする」というものであった。しかしながら、この

１２月に成立したエネルギー法ではバイオ燃料使用目標が大幅に上方修正されており、２０２２年まで

には「バイオ燃料使用量を年間３６０億ガロンにする（うちトウモロコシエタノールは１５０億ガロ

ン）」と定められた。したがって今後はアメリカのトウモロコシ輸出余力が減少すると考えら

れ、トウモロコシの価格は更に高騰する可能性がある。

加えて世界第２位の生産国である中国も国内飼料用および工業用のトウモロコシを確保するの

が限界であり、もはや輸出余力は無い。従って期待がかかるのはアルゼンチンやブラジルといっ

た南米諸国であるが、ブラジルではバイオエタノール用のサトウキビ栽培が急増しているほか、

森林伐採による農地拡大に批判も集っており、トウモロコシ増産の可能性は不透明である。また

南米地域に生産が集中した場合、気候変動によるリスクも高まることになる。

したがって特に飼料用のトウモロコシ需給は一層タイトになると予想され、輸入依存国である

日本では畜産・酪農製品の値上りが今後も続く可能性がある。

（３）大豆

（ａ）需給状況と期末在庫

大豆の世界的な需給状況と期末在庫率の推移は図表１３の通りである。大豆は昨年１２月、世界的

に食料危機が叫ばれた１９７３年以来となる３４年ぶりの高値をつけており、また足元で急激に期末在

庫率が下がる見通しであることなどから、小麦やトウモロコシと同様に需給が逼迫していること

が分かる。

図表１２ トウモロコシの主要貿易動向（単位：百万トン）（出所：FAOSTAT データ～２００５年）
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その主な理由としては、まず中

国・アメリカで搾油用の大豆需要

が伸びていることが挙げられる。

特に中国の需要増加によって、世

界で輸出取引されている大豆の約

４５％程度が中国に向けられてお

り、この動向は今後も当面続くも

のと予想される。

また大豆はバイオディーゼル燃

料向けの需要が高まってきている

ことなどもあって、昨今の需給バ

ランスはタイトになってきている。

（ｂ）主要生産国と輸出入の状況

大豆の主要生産国は図表１４の通り、アメリカ・ブラジル・アルゼンチン・中国であり、この４

カ国で世界の生産量の約９割を生産している。このうち輸出余力があるのはアメリカ・ブラジル

・アルゼンチンの３カ国のみであり、この３カ国で輸出量の約８割を占める。また、中国は先に

述べた通り世界最大の輸入国であり、このほか輸入量の多い国はオランダ・ドイツなどのEU諸

国や日本・メキシコなどである。

ここでも大きな問題は（小麦やトウモロコシと同様に）特定国に生産や輸出が偏っている点で

図表１３ 大豆の世界的需給動向と期末在庫率推移（出所：USDA PSD）

図表１４ 大豆の主要貿易動向（単位：百万トン）
（出所：FAOSTAT／農業協同組合新聞Ｈ１８．１０．１０号 生産量は２００５年・貿易量は２００３年）
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あり、大豆の需給動向はこれら特定国の政策や天候などに左右される。

（ｃ）今後の見通し

大豆の最大の生産国であるアメリカでは、大豆からトウモロコシ（バイオエタノール用）への

大幅な転作が行われている影響（２００７／０８年の予想では大豆収穫面積は前年比▲１５％となる見込

み）から、大豆の生産量も大幅に減少する見通しである。これに対して、中国の輸入量はさらに

増加していく見込みであり、当面の間はアメリカの生産量減少と中国の需要増加による大豆需給

の逼迫という構図が続くものと予想される。

また昨今の原油高騰やアメリカのエネルギー法制定を受けて、大豆はバイオディーゼルの原料

としても注目が高まっており、取引価格に関しては、当分の間、高値で推移するとの見方が多い。

（４）米

（ａ）需給状況と期末在庫

米の世界的な需給動向と期末在庫

率の推移は図表１５の通りである。米

も他の穀物と同様に近年急速に需給

がタイトとなっている。この主な理

由は、世界最大の米生産国である中

国において、２０００年前後に政策変更

等の影響から米の生産量が減少し、

国内消費を賄う為に在庫の取り崩し

が行われたことによると考えられ

る。

（ｂ）主要生産国と輸出入の状況

米の主要生産国は中国・インド・

インドネシアなどであり、また他の

穀物と比して特徴的な点は、その貿易量（輸出入）が少ないことである。これは米を主食とする

アジアの国々が、米の自給については概ね維持していることによる。しかしトレンドとしては米

の貿易量は増加傾向にあるほか、世界的な期末在庫量は大幅に減少していることなどから、米の

需給バランスも予断を許さない状況にあると言えよう。

（ｃ）今後の見通し

米の輸出量が最も多いタイを除いて、米を主食とする各国の生産量と消費量はほぼ拮抗してい

る。すなわち各国ともにギリギリ自給できている状況であり、世界的に見ると米の需給も引き締

っている中で、仮に産地が異常気象などに見舞われると、米に関しても一気に不足へ転じる懸念

がある。

実際、「喉もと過ぎれば…」の感もあるが、平成５年には日本で記録的な冷夏のため、米の全

国作況指数が７４となり、タイなどから米を緊急輸入したほか、外食産業・卸小売業者および一般

図表１５ 米の世界的需給動向と期末在庫率推移（出所：USDA PSD）
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図表１６ 牛肉の主要貿易動向（単位：万トン）（出所：FAOSTAT データ～２００５年）

消費者までが、国産米を買い占めようとして大きな混乱がおこった。またこの際には米の国際価

格（注６）が４２０ドル／トン（現在は３００ドル／トン程度）を記録するなど、世界的にも大きな影響が

出ている。

同様に中国やインドなどの大消費国での不作や数カ国が同時に異常気象に見舞われた際に、日

本国内も大幅な不作となれば、日常の米を確保することも難しくなる可能性がある。

（５）牛肉

（ａ）主要生産国と輸出入の状況

牛肉の主要生産国と輸出入の様子は図表１６の通りである。生産国はアメリカ・ブラジル・中国

・オーストラリア・アルゼンチンなどであり、輸出国はオーストラリアやブラジル・アルゼンチ

ンに集中している。これにはアメリカ産牛肉がBSE発生の影響で輸出入されなくなったことも影

響しているが、元来より輸出余力のある国は少ない。なお日本の牛肉の自給率は約４３％である

が、これは飼料の自給率を加味していないものであり、これを勘案した実際の自給率は１０％強と

推定される。

（ｂ）今後の見通し

アメリカ産牛肉にBSEが発生した際、オーストラリア産牛肉の価格が急騰したことは記憶に新

しい。これに加えて現在、アメリカ産牛肉の貿易量が戻らない中で、畜産業界では飼料用穀物の

高騰という新しい問題が発生している。特に日本で飼料用穀物として最も多く輸入されているト

ウモロコシは、先に触れたとおりアメリカの政策の影響を受け、今後も高値圏で推移する見通し

である。したがって国内産・輸入品ともに牛肉の価格も強含みで推移することが考えられる。
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図表１７ 豚肉の主要貿易動向（単位：万トン）（出所：FAOSTAT データ～２００５年）

（６）豚肉

（ａ）主要生産国と輸出入の状況

豚肉の主要生産国と輸出入の様子は図表１７の通りである。中国は圧倒的な生産量があるもの

の、大部分が自給に向けられており輸出は少ない。主要な輸出国はアメリカ・EU・カナダ・ブ

ラジルなどであり、牛肉同様、輸出国は限られている。一方輸入国は日本・ロシア・韓国など

で、特に日本は世界最大の輸入国である。なお日本の輸入先は主にアメリカ・カナダ・デンマー

クとなっている。

また日本の豚肉自給率は表面上５２％であるが、牛肉と同様に飼料の自給率を勘案した場合の実

質的な自給率は６％程度に過ぎない。

（ｂ）今後の見通し

豚の飼料には（牛と異なり）牧草などが向かない為、濃厚飼料と呼ばれる穀物等を主原料とし

た飼料を与える比率が高まる。したがって豚肉は牛肉以上にトウモロコシや大豆値上げの影響を

受けることになる。実際日本国内でも、豚肉価格の高騰を主な理由として、ハム・ウインナーな

どの製品が既に値上げされることになっており、この傾向は今後も続くものと思われる。

（７）鶏肉

（ａ）主要生産国と輸出入の状況

鶏肉の主要生産国と輸出入の様子は図表１８の通りである。生産はアメリカ・中国・ブラジル・

EUなどであり、輸出に関してはアメリカとブラジルに集中していることが分かる。特にタイで

鳥インフルエンザが発生して以降はこの傾向がより顕著になっている。一方輸入に目を転じると
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図表１８ 鶏肉の主要貿易動向（単位：万トン）（出所：FAOSTAT データ～２００５年）

日本はロシアに次ぐ鶏肉の輸入国である。これに対して日本の鶏肉自給率は表面上６９％である

が、飼料自給を勘案した実質自給率は約７％に過ぎない。

（ｂ）今後の見通し

鳥の飼料は豚の場合と同様に濃厚飼料が中心となる。したがって国産の鶏肉をはじめ、鶏卵を

生産する業者は輸入飼料高騰の影響を大きく受けることになる。今後は鶏肉や鶏卵およびそれら

を利用した製品の値上げも続く可能性が高い。

さて、本号では近年急速に世界的な食料需給が逼迫してきたこと、およびその理由や今後も穀

物等を中心として食料はタイトな状況が続く見通しであることなどに言及してきた。そこで次号

以降は、現在の日本の食料事情や食料安全保障体制、日本の農業における北海道のプレゼンスな

どについて考えたい。

＜参考資料＞
（注１）農林水産省「食料需給表」による。（なお穀物自給率の国際比較は２００３年のデータに基づく）
（注２）日本経済新聞 H１９．１１．２８（朝刊）における中国国務院発展研究センター・崔研究員インタビュー記事による。
（注３）独立行政法人 農畜産業振興機構 H１９．１２．２７付 海外駐在員情報による。
（注４）独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構 海外レポートNo．９９３による。
（注５）独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構 海外レポートNo．９６１による。
（注６）タイ国家貿易取引委員会発表による。

※本レポートは、世界的な食糧需給バランスに関して言及しているものであり、記載内容は

将来の農産物等の相場動向や投資根拠などを保証するものではありません。
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

１２年＝１００前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）

１５年度 ９４．１ △０．１ ９６．６ ３．５ ９５．０ △１．１ ９８．８ ４．２ ８７．８ △３．５ ８５．４ △１．３
１６年度 ９４．３ ０．２ １００．５ ４．０ ９５．１ ０．１ １０２．５ ３．７ ８７．３ △０．６ ８７．５ ２．５
１７年度 ９１．０ △３．５ １０２．１ １．６ ９２．１ △３．２ １０５．１ ２．５ ８９．８ ２．９ ９０．１ ３．０
１８年度 ９３．８ ３．１ １０７．０ ４．８ ９５．０ ３．１ １１０．２ ４．９ ８７．５ △２．６ ９１．６ １．７

１８年７～９月 ９２．１ ２．４ １０６．６ ５．６ ９３．０ １．５ １０９．９ ５．６ ９２．１ １．５ ９４．６ ０．７
１０～１２月 ９３．４ ３．６ １０８．９ ６．０ ９４．５ ３．０ １１１．６ ５．３ ９２．８ ４．３ ９８．２ ４．２

１９年１～３月 ９６．９ ２．５ １０７．５ ３．１ ９７．７ ２．６ １１１．０ ２．９ ９０．４ △２．６ ９６．２ １．７
４～６月 ９２．９ △０．８ １０７．７ ２．４ ９３．７ △１．９ １１１．８ ２．８ ８５．８ △６．１ ９５．９ ２．１
７～９月 ９２．２ △０．３ １１０．１ ２．７ ９２．３ △１．２ １１４．１ ３．３ ８６．７ △５．９ ９７．１ ２．６

１８年 １１月 ９２．４ ２．０ １０８．７ ５．２ ９３．６ １．９ １１２．２ ５．６ ９２．２ １．４ ９６．９ ２．９
１２月 ９５．２ ５．２ １０９．６ ５．１ ９７．０ ４．３ １１１．８ ４．５ ９２．８ ４．３ ９８．２ ４．２

１９年 １月 ９７．１ ２．４ １０７．１ ４．４ ９６．４ △０．１ １１１．４ ４．７ ９３．６ ４．０ ９７．２ ２．５
２月 ９７．８ ４．１ １０７．９ ３．１ ９７．８ ３．２ １１１．４ ３．１ ９１．５ １．９ ９６．６ １．８
３月 ９５．８ １．５ １０７．６ ２．０ ９９．０ ４．７ １１０．２ １．４ ９０．４ △２．６ ９６．２ １．７
４月 ９４．４ １．１ １０７．４ ２．２ ９６．６ １．６ １１１．３ ２．０ ８８．６ △２．３ ９６．６ ２．０
５月 ９２．４ ０．０ １０７．１ ３．８ ９３．２ △１．０ １１１．５ ４．５ ８７．３ △４．０ ９６．２ ２．６
６月 ９２．０ △３．１ １０８．５ １．１ ９１．４ △５．７ １１２．７ ２．１ ８５．８ △６．１ ９５．９ ２．１
７月 ９２．０ △１．２ １０８．１ ３．２ ９１．２ △２．８ １１１．３ ３．１ ８６．３ △６．２ ９５．８ ２．４
８月 ９２．２ ０．６ １１１．９ ４．４ ９２．１ △０．５ １１６．７ ４．９ ８６．７ △６．０ ９６．０ ２．１
９月 ９２．５ △０．４ １１０．３ ０．８ ９３．７ △０．２ １１４．４ ２．０ ８６．７ △５．９ ９７．１ ２．６
１０月 r ９２．４ ０．７ r１１２．２ ４．７ r ９１．２ △０．８ r１１７．１ ６．８ r ８８．８ △４．０ r ９７．７ ２．０
１１月 p９２．５ １．３ p１１０．４ ２．９ p９２．５ ０．３ p１１５．１ ４．０ p９０．７ △１．６ p９９．３ ２．５

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業指数は季節調整済み（１２年＝１００）。前年比（前年同月比）は原指数による。在庫指数の四半期計数は最終月指数。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
１５年度 １，０３６，５４１ △６．３ ２１７，３３８ △３．３ ３８３，２９８ △９．４ ９０，８６５ △２．４ ６５３，２４３ △４．５ １２６，４７３ △３．９
１６年度 １，００６，３２５ △４．８ ２１３，８００ △４．０ ３６１，９０５ △４．８ ８７，８３２ △３．２ ６４４，４１９ △４．８ １２５，９６９ △４．５
１７年度 ９８７，７３３ △３．０ ２１２，５７５ △１．７ ３５０，７４６ △１．８ ８７，５８７ ０．３ ６３６，９８７ △３．７ １２４，９８９ △３．２
１８年度 ９８３，５１０ △１．６ ２１１，７２３ △０．９ ３３０，５１２ △２．６ ８６，１３０ △０．８ ６５２，９９８ △１．１ １２５，５９３ △１．０

１８年７～９月 ２３７，３０７ △１．０ ５１，４６１ △０．２ ７９，５７５ △１．０ ２０，４４０ △０．４ １５７，７３２ △１．１ ３１，０２１ △０．１
１０～１２月 ２６９，５９６ △１．６ ５７，７３４ △１．７ ９３，１７４ △３．４ ２４，６０５ △１．６ １７６，４２２ △０．６ ３３，１２９ △１．８

１９年１～３月 ２３８，４６２ △１．２ ５１，４５０ △０．４ ７９，２０５ △２．９ ２０，８４５ △０．１ １５９，２５７ △０．３ ３０，６０４ △０．７
４～６月 ２３３，９８６ △１．４ ５１，３０５ △０．６ ７４，０８９ △２．３ ２０，１３２ １．０ １５９，８９８ △１．０ ３１，１７３ △１．６
７～９月 ２３０，０１１ △２．９ ５１，２１９ △２．０ ７３，６８５ △４．２ １９，６７８ △２．３ １５６，３２５ △２．３ ３１，５４１ △１．９

１８年 １１月 ８０，２０６ △２．９ １７，７９２ △０．８ ２７，３０７ △４．４ ７，５９９ △０．３ ５２，９００ △２．０ １０，１９２ △１．２
１２月 １０８，５０６ △２．２ ２２，７５７ △２．４ ３７，８１９ △５．６ ９，９４９ △２．２ ７０，６８７ △０．２ １２，８０８ △２．６

１９年 １月 ８５，３９９ △１．３ １８，９３６ △０．５ ２８，２３２ △２．９ ７，６５７ ０．０ ５７，１６７ △０．４ １１，２７９ △０．９
２月 ６９，７５８ △０．１ １５，１２５ ０．５ ２２，０９２ △１．５ ５，８４３ １．５ ４７，６６６ ０．６ ９，２８２ △０．２
３月 ８３，３０５ △２．０ １７，３８９ △１．１ ２８，８８２ △３．９ ７，３４６ △１．５ ５４，４２３ △０．９ １０，０４４ △０．９
４月 ７８，２３６ △３．３ １６，９０６ △１．８ ２４，５９５ △６．１ ６，５９８ △１．４ ５３，６４１ △１．９ １０，３０８ △２．０
５月 ７７，５６０ △１．７ １７，０４０ △０．８ ２４，１３２ △２．６ ６，５７３ △０．７ ５３，４２８ △１．３ １０，４６７ △０．９
６月 ７８，１９０ ０．９ １７，３５９ ０．９ ２５，３６２ １．９ ６，９６１ ５．１ ５２，８２８ ０．４ １０，３９８ △１．９
７月 ７９，７９６ △５．０ １８，６１２ △３．８ ２７，０４６ △６．８ ７，９０６ △４．４ ５２，７５０ △４．０ １０，７０７ △３．３
８月 ７６，６７５ △０．６ １６，６９４ △０．１ ２２，５３８ △１．５ ５，７４４ １．１ ５４，１３８ △０．２ １０，９５０ △０．８
９月 ７３，５３９ △３．０ １５，９１２ △２．０ ２４，１０１ △３．７ ６，０２８ △２．７ ４９，４３８ △２．７ ９，８８４ △１．５
１０月 r ７７，４１４ △５．２ r １７，１６０ △１．７ r ２６，３３４ △４．７ r ６，８６２ △１．６ r ５１，０８０ △５．４ r １０，２９８ △１．８
１１月 p ７８，４７２ △１．２ p １８，１２６ ０．４ p ２６，０１１ △２．０ p ７，５６５ ０．８ p ５２，４６１ △０．８ p １０，５６１ ０．２

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年比は既存店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２８ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１３９／本文／０２８～０３１　主要経済指標  2008.01.18 14.08.42  Page 28



年月

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）１７年＝１００
前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
１５年度 ４１９，３６４ △２．２ ７１，３３４ △２．５ ９９．７ △０．３ １００．３ △０．２ １１３．０３ １１，７１５
１６年度 ４２１，０４５ △１．１ ７２，９７３ △０．８ １００．０ ０．３ １００．２ △０．１ １０７．４９ １１，６６９
１７年度 ４１６，６１１ △２．９ ７３，７２４ △２．５ １００．１ ０．２ １００．０ △０．１ １１３．２６ １７，０６０
１８年度 ４１４，９２１ △１．７ ７４，２１１ △２．０ １００．５ ０．２ １００．２ △０．１ １１６．６４ １７，２８８

１８年７～９月 １１１，９８１ △２．６ １９，４９４ △３．５ １００．８ １．１ １００．６ ０．６ １１６．１９ １６，１２８
１０～１２月 １０５，６２２ △０．１ １８，７８９ △０．７ １００．７ ０．６ １００．３ ０．３ １１７．７７ １７，２２６

１９年１～３月 ９４，６５３ △１．７ １７，５３２ △１．１ １００．０ △０．３ ９９．８ △０．１ １１９．４４ １７，２８８
４～６月 １００，７４９ △１．６ １８，４７３ △１．９ １００．５ △０．２ １００．２ △０．１ １２０．７３ １８，１３８
７～９月 １１０，０３１ △１．７ １９，９０３ △０．１ １００．７ △０．１ １００．４ △０．１ １１７．７８ １６，７８６

１８年 １１月 ３３，４８４ △０．２ ５，９８５ △１．５ １００．５ ０．５ １００．１ ０．３ １１７．３５ １６，２７４
１２月 ３６，７９６ △０．３ ６，５４２ △０．２ １００．７ ０．６ １００．２ ０．３ １１７．３０ １７，２２６

１９年 １月 ３２，０５６ △１．６ ５，８３５ △０．７ １００．５ ０．１ １００．０ ０．０ １２０．５８ １７，３８３
２月 ２９，６４５ △１．９ ５，４６８ △１．１ ９９．７ △０．５ ９９．５ △０．２ １２０．４５ １７，６０４
３月 ３２，９５２ △１．７ ６，２２９ △１．４ ９９．８ △０．５ ９９．８ △０．１ １１７．２８ １７，２８８
４月 ３２，１０５ △０．２ ６，０３４ △０．６ １００．２ △０．２ １００．１ ０．０ １１８．８３ １７，４００
５月 ３３，８８１ △２．０ ６，２３８ △０．６ １００．６ △０．１ １００．４ ０．０ １２０．７３ １７，８７６
６月 ３４，７６３ △２．３ ６，２０１ △４．２ １００．６ △０．２ １００．２ △０．２ １２２．６２ １８，１３８
７月 ３６，９６８ ０．９ ６，６５２ △０．２ １００．３ △０．１ １００．１ ０．０ １２１．５９ １７，２４９
８月 ３８，７０８ △２．６ ６，９５２ △０．２ １００．８ △０．１ １００．６ △０．２ １１６．７２ １６，５６９
９月 ３４，３５５ △３．２ ６，２９９ ０．０ １００．９ △０．２ １００．６ △０．２ １１５．０２ １６，７８６
１０月 ３５，０３０ △１．４ ６，３１９ △０．３ １０１．３ ０．４ １００．９ ０．３ １１５．７４ １６，７３８
１１月 ３２，８４３ △２．４ ６，０８９ △０．６ １０１．３ ０．８ １００．７ ０．６ １１１．２１ １５，６８１

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年比は既存店ベースによる。 ■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
１５年度 １９３，２７２ △３．９ ５２，２１２ １２．８ ９２，０２８ △１３．９ ４９，０３２ ２．５ ４，７３３，４９０ △２．５
１６年度 １８９，５１９ △１．９ ５１，５３５ △１．３ ９０，０６６ △２．１ ４７，９１８ △２．３ ４，７４９，３４２ ０．３
１７年度 １８７，１４５ △１．３ ４６，１５３ △１０．４ ９０，６２４ ０．６ ５０，３６８ ５．１ ４，７５５，３６９ ０．１
１８年度 １７６，３００ △５．８ ４３，７８０ △５．１ ７７，３９８ △１４．６ ５５，１２２ ９．４ ４，５５７，３３１ △４．２

１８年７～９月 ４４，３８９ △４．１ １０，４７２ △９．３ ２０，２１３ △１０．８ １３，７０４ １３．５ １，１１７，８１６ △４．５
１０～１２月 ３５，５６７ △４．９ ９，２１５ △１．７ １４，９３６ △１５．４ １１，４１６ １０．２ １，０２５，５０８ △１．０

１９年１～３月 ５０，６７８ △８．６ １３，３２９ ２．０ ２１，５０７ △２０．４ １５，８４２ ３．０ １，３７２，６８９ △５．８
４～６月 ４３，５２８ △４．７ １１，１１３ ３．２ １９，０６６ △８．１ １３，３４９ △５．７ ９７０，３２４ △６．８
７～９月 ４１，０３４ △７．６ １２，７８０ ２２．０ １６，８３３ △１６．７ １１，４２１ △１６．７ １，０５１，５６９ △５．９

１８年 １１月 １２，７７１ △５．４ ３，３７５ ２．１ ５，２９８ △１７．８ ４，０９８ ９．４ ３６２，２５３ △０．９
１２月 １０，３３０ △４．０ ２，８７７ △４．８ ４，０８８ △１５．８ ３，３６５ １７．０ ３３０，９０５ １．６

１９年 １月 ９，７７３ △６．７ ２，６７６ ４．２ ４，０１２ △１９．６ ３，０８５ ５．６ ３０８，２５５ △５．３
２月 １３，２６８ △９．５ ３，４３３ △１．４ ５，５９８ △１９．６ ４，２３７ ０．８ ４２４，９３７ △４．２
３月 ２７，６３７ △８．９ ７，２２０ ２．８ １１，８９７ △２１．０ ８，５２０ ３．３ ６３９，４９７ △７．１
４月 １４，４６８ △６．３ ３，７２０ ４．６ ６，２５３ △１３．７ ４，４９５ △２．９ ２９０，０６２ △７．３
５月 １３，４８５ △６．０ ３，４２０ ０．１ ５，５９２ △１１．７ ４，４７３ △２．５ ３０７，０７７ △４．８
６月 １５，５７５ △２．０ ３，９７３ ４．９ ７，２２１ ０．８ ４，３８１ △１１．３ ３７３，１８５ △８．０
７月 １５，１９１ △８．２ ４，３５１ １３．３ ６，９０９ △１３．７ ３，９３１ △１６．４ ３５８，０１９ △９．７
８月 １０，６０７ △６．３ ３，３２２ ２１．０ ４，２４１ △１７．３ ３，０４４ △１１．７ ２７７，５５７ △２．１
９月 １５，２３６ △７．７ ５，１０７ ３１．４ ５，６８３ △１９．７ ４，４４６ △１９．９ ４１５，９９３ △５．０
１０月 １２，６１９ １．２ ３，９８４ ３４．５ ５，００８ △９．８ ３，６２７ △８．２ ３３５，８８６ １．１
１１月 １２，６１５ △１．２ ３，９９３ １８．３ ５，４５９ ３．０ ３，１６３ △２２．８ ３６４，４８９ ０．６

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

■平成１５年１２月まではシャーシベース、平成１６年１月以降はナンバーベース

主要経済指標（２）

― ２９ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１３９／本文／０２８～０３１　主要経済指標  2008.01.18 14.08.42  Page 29



年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

１５年度 ５０，７２４ ３．９ １１，７３６ ２．５ １，２０６，９５４ △１７．６ １５４，５８９ △１３．７ １１１，０７８ ８．２
１６年度 ４８，１４８ △５．１ １１，９３０ １．７ １，１２２，１３８ △７．０ １３７，３５４ △１１．１ １１８，２９２ ６．５
１７年度 ５３，０４８ １０．２ １２，４９４ ４．７ １，０６８，８５８ △４．７ １２９，６２２ △５．６ １２４，８９７ ５．６
１８年度 ４９，９４６ △５．８ １２，８５２ ２．９ ９６１，１２２ △１０．１ １２２，８３８ △５．２ １２７，４１３ ２．０

１８年７～９月 １４，６２５ △０．２ ３，３０３ △０．７ ３２２，９２８ △８．６ ３４，１７７ △９．７ ３１，０１１ △１．１
１０～１２月 １４，２９６ △１０．０ ３，４１７ ５．２ １２０，１７６ △１９．６ ２９，６７９ △３．１ ２９，８８４ △１．６

１９年１～３月 ６，６１８ △１５．７ ２，７９１ △１．８ １４１，０４０ １２．３ ２７，７３８ ７．７ ３３，１８５ △３．３
４～６月 １５，９９１ １１．０ ３，２５５ △２．６ ３３１，７５９ △１２．０ ３１，０４０ △０．７ ２９，７２１ △１０．８
７～９月 ８，９４６ △３８．８ ２，０７８ △３７．１ ２８８，７０７ △１０．６ ３１，６８０ △７．３ ３０，５６６ △１．４

１８年 １１月 ４，５２７ △２８．８ １，１５４ ４．０ ３５，３８５ △１４．７ ９，０７１ △５．６ ９，９４７ ０．７
１２月 ４，３８５ ２４．３ １，０７９ １０．２ ２０，８３６ △４１．２ ８，４７９ △１．７ １１，３２２ △３．８

１９年 １月 １，７６４ △１．０ ９２２ △０．７ １３，１４６ １．０ ６，１２０ △０．９ ８，５１６ ２．６
２月 ２，１２４ △３．４ ８７３ △９．９ １０，６０４ △１９．３ ５，７７８ △４．６ ９，６７２ △４．２
３月 ２，７３０ △２９．４ ９９５ ５．５ １１７，２９０ １７．９ １５，８４０ １７．１ １４，９９８ △５．８
４月 ５，８３６ ３４．５ １，０７３ △３．６ １４２，０３７ △６．５ １１，５６８ １．５ ９，３０９ △９．０
５月 ３，３３４ △３２．４ ９７１ △１０．７ ８３，７８５ △１３．５ ８，４９０ △０．４ ９，４４９ △３．１
６月 ６，８２１ ３２．８ １，２１１ ６．０ １０５，９３７ △１７．４ １０，９８２ △２．９ １０，９６３ △１７．９
７月 ３，８８３ △２８．８ ８１７ △２３．４ １２２，８９３ ４．６ １０，７２３ △４．０ ９，５０５ ８．０
８月 ２，３５３ △４７．５ ６３１ △４３．３ ９２，１２７ △１９．７ ９，８４２ △５．１ ８，９２１ △２．６
９月 ２，７１０ △４２．２ ６３０ △４４．０ ７３，６８７ △１８．８ １１，１１６ △１２．１ １２，１４０ △７．０
１０月 ３，４６７ △３５．６ ７６９ △３５．０ ７３，０２７ １４．２ １１，７４２ △３．２ ８，９０３ ３．３
１１月 ３，８６０ △１４．７ ８４３ △２７．０ ４０，０８２ １３．３ ８，６８５ △４．３ １０，０３９ ０．９

資料 国土交通省 保証事業会社協会 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（全 数）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍 ％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）季調値 原数値

１５年度 １３，０９０ △３．７ ０．５０ ０．６９ ６．７ ５．１ ６２５ △１４．７ １５，４６６ △１６．８
１６年度 １２，７８１ △２．４ ０．５５ ０．８６ ５．７ ４．６ ５７７ △７．７ １３，１８６ △１４．７
１７年度 １２，７０５ △０．６ ０．５８ ０．９８ ５．３ ４．４ ５５５ △３．８ １３，１７０ △０．１
１８年度 １３，０８２ ３．０ ０．５９ １．０６ ５．４ ４．１ ５４６ △１．６ １３，３３７ １．３

１８年７～９月 ４，１０８ ２．８ ０．６１ １．０８ ５．３ ４．１ １１２ △２１．１ ３，２５０ ２．８
１０～１２月 ３，１０３ ３．１ ０．６０ １．０７ ５．４ ３．９ １３２ △４．３ ３，３６６ △２．０

１９年１～３月 ２，７８４ ２．４ ０．５９ １．０５ ５．５ ４．１ １５９ １１．２ ３，４４０ ２．７
４～６月 ３，００３ △２．６ ０．５５ １．０６ ５．３ ３．８ １７２ ２０．３ ３，６１６ １０．２
７～９月 ４，０２８ △１．９ ０．５９ １．０６ ４．７ ３．７ １３８ ２３．２ ３，４６５ ６．６

１８年 １１月 ９４０ ４．９ ０．５９ １．０７ ５．４ ３．９ ３９ △２６．４ １，０９１ △２．１
１２月 ９２５ △１．８ ０．６０ １．０７ ↓ ３．７ ４１ △１２．８ １，１０９ △３．５

１９年 １月 ８３８ △２．０ ０．６６ １．０６ ↑ ４．０ ３８ △１７．４ １，０９１ ４．０
２月 ９２６ ８．３ ０．６０ １．０５ ５．５ ４．１ ４９ ２．１ １，１０２ ５．６
３月 １，０１９ １．２ ０．５０ １．０３ ↓ ４．２ ７２ ４６．９ １，２４７ △０．６
４月 ８２０ △０．３ ０．５０ １．０５ ↑ ４．０ ４７ △２１．７ １，１２１ ３．１
５月 １，０２６ △６．９ ０．５６ １．０６ ５．３ ３．８ ７４ １００．０ １，３１０ ２１．０
６月 １，１５８ △０．１ ０．５８ １．０７ ↓ ３．６ ５１ １０．９ １，１８５ ６．７
７月 １，２２５ △４．４ ０．５９ １．０７ ↑ ３．５ ５２ ２０．９ １，２１５ １５．６
８月 １，５０５ △１．０ ０．６０ １．０６ ４．７ ３．７ ５０ ６１．３ １，２０３ ２．９
９月 １，２９９ △０．７ ０．５７ １．０５ ↓ ４．０ ３６ △５．３ １，０４７ ４．３
１０月 １，１４０ △８．３ ０．５９ １．０２ － ４．０ ４７ △９．６ １，２６０ ８．１
１１月 ９４０ ０．１ ０．５８ ０．９９ － ３．７ ３５ △１４．６ １，２１３ １１．２

資料 北海道観光連盟 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■年度は原数値、四半
期は月平均値。

■北海道の年度は暦年
値。

主要経済指標（３）

― ３０ ―
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１５年度 ２１６，７１８ △３．９ ５６０，６０３ ６．３ ６７１，０５７ △７．６ ４４８，５５２ ４．２
１６年度 ２４３，９０７ １２．５ ６１７，１９４ １０．１ ７９８，３７８ １９．０ ５０３，８５８ １２．３
１７年度 ２６３，５９８ ９．８ ６８２，９０２ １０．６ ９６５，１４５ ２９．０ ６０５，１１３ ２０．１
１８年度 ３２４，５７８ ２３．１ ７７４，６２４ １３．４ １，２６３，７８１ ３０．９ ６８４，１３９ １３．１

１８年７～９月 ８０，７５１ ２５．８ １９２，８９６ １５．６ ３１４，１４０ ２３．３ １７２，３９９ １６．７
１０～１２月 ８９，８２９ １０．２ ２０１，８６２ １１．２ ３２０，２０５ １３．２ １７５，５５２ １０．８

１９年１～３月 ８１，３６３ ２４．０ １９８，８３６ １２．５ ２９６，５９８ ４．１ １７２，８４３ ６．６
４～６月 ９３，６３２ ２８．９ ２０４，８２３ １３．１ ２９６，５９７ △１４．８ １７９，５７４ ９．９
７～９月 １０３，２４７ ２７．８ ２１３，６２０ １０．７ ３２０，３９９ ２．０ r １８３，３３１ ６．３

１８年 １１月 ２４，３７０ △１２．８ ６６，２９６ １２．１ １０６，８７７ ２７．７ ５７，２１７ ７．６
１２月 ２７，１０８ ７．３ ６９，５９１ ９．８ １１０，８０８ ６．７ ５８，４９５ ７．７

１９年 １月 ２４，１１５ ３０．４ ５９，５３２ １９．０ １１３，４１１ １８．２ ５９，５６７ １０．３
２月 ２７，２８２ ５５．１ ６４，１７７ ９．７ ７５，８１２ △１３．４ ５４，４３１ １０．２
３月 ２９，９６６ １．４ ７５，１２７ １０．３ １０７，３７５ ５．９ ５８，８４５ ０．２
４月 ３２，７３６ ３１．５ ６６，３２９ ８．２ １０１，７７６ △０．２ ５７，１１７ ３．５
５月 ２９，６０８ ３０．９ ６５，６５０ １５．１ １１４，５８０ △４．３ ６１，８１７ １５．６
６月 ３１，２８８ ２４．５ ７２，８４４ １６．２ ６７，２２４ △３９．５ ６０，６３９ １０．８
７月 ３０，４１１ １５．２ ７０，６３４ １１．８ ９７，０４６ ８．８ ６４，０２２ １７．１
８月 ３０，１２８ ７．２ ７０，２８３ １４．５ １０８，２１６ △４．２ ６２，９４６ ５．８
９月 ４２，７０８ ６２．７ ７２，７０３ ６．５ １１５，１３７ ２．８ r ５６，３６３ △３．２
１０月 r ３５，０３９ △８．６ r ７５，０６６ １３．８ r １１５，７０５ １２．８ p ６４，９８９ ８．６
１１月 p ３２，９０３ ３５．０ p ７２，７２０ ９．７ p１３９，４１６ ３０．４ p ６４，７４６ １３．２

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貯金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１５年度 １２０，７２６ ０．５ ５，１５８，０２３ ２．０ ８６，７０８ △０．３ ４，０１３，０５１ △３．２
１６年度 １２４，１５０ ２．３ ５，２２６，７５２ １．３ ８６，２２３ △０．６ ３，８９４，３９０ △３．０
１７年度 １２３，１６０ △０．８ ５，３００，８９８ １．４ ８８，８４１ ３．０ ３，９５５，８１６ １．６
１８年度 １２５，４１３ １．８ ５，３５９，４５３ １．１ ８８，２７０ △０．６ ３，９９２，０９４ ０．９

１８年７～９月 １２３，７４５ １．０ ５，２５４，７０２ ０．１ ８８，４４８ ３．７ ３，９６４，３９４ １．９
１０～１２月 １２５，４２８ １．１ ５，２６５，８９０ ０．４ ８８，６０７ １．５ ４，００３，５１７ １．８

１９年１～３月 １２５，４１３ １．８ ５，３５９，４５３ １．１ ８８，２７０ △０．６ ３，９９２，０９４ ０．９
４～６月 １２６，２５８ １．９ ５，３８５，４８４ ２．０ ８６，６７２ ０．０ ３，９６１，５１６ ０．８
７～９月 １２５，８９６ １．７ ５，３７０，４８８ ２．２ ８８，４４６ △１．１ ３，９９１，６３９ ０．７

１８年 １１月 １２３，６２０ ０．４ ５，２７２，６５２ ０．２ ８７，９２８ ２．５ ３，９５４，２０７ １．９
１２月 １２５，４２８ １．１ ５，２６５，８９０ ０．４ ８８，６０７ １．５ ４，００３，５１７ １．８

１９年 １月 １２３，３１５ １．０ ５，２６２，０７５ ０．６ ８７，７４６ １．８ ３，９６８，５０９ １．７
２月 １２３，５１１ ０．５ ５，２７８，１０６ １．０ ８７，８０２ ０．６ ３，９６０，２３９ １．５
３月 １２５，４１３ １．８ ５，３５９，４５３ １．１ ８８，２７０ △０．６ ３，９９２，０９４ ０．９
４月 １２６，９２４ １．４ ５，３８８，７７４ １．５ ８９，０５９ △０．１ ３，９６３，５８３ １．０
５月 １２５，１１０ １．５ ５，４１５，０２６ １．９ ８７，５７５ ０．０ ３，９４１，８８９ ０．６
６月 １２６，２５８ １．９ ５，３８５，４８４ ２．０ ８６，６７２ ０．０ ３，９６１，５１６ ０．８
７月 １２５，６７４ １．８ ５，３７８，９１８ ２．８ ８６，８０８ △１．０ ３，９５２，０４５ ０．３
８月 １２５，３６９ １．８ ５，３５３，１３３ ２．３ ８６，７８７ △１．２ ３，９６３，２７６ ０．８
９月 １２５，８９６ １．７ ５，３７０，４８８ ２．２ ８７，４４６ △１．１ ３，９９１，６３９ ０．７
１０月 １２５，１３６ １．８ ５，３５５，３２６ ２．７ ８８，１１１ ０．７ ３，９５５，５３９ ０．７
１１月 １２５，８４１ １．８ ５，４２８，６８７ ３．０ ８７，３４１ △０．７ ３，９６８，２６８ ０．４

資料 日本銀行

主要経済指標（４）

― ３１ ―
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